
セミナー講師陣 

 

危機管理・不祥事対応実務の最前線 

アジア・新興国における海外子会社不祥事並びに国内で 

起こった不祥事の実際、及び国内外の不祥事に対する体制作り 

会場：アルカディア市ヶ谷  
http://www.arcadia-jp.org/top.htm 東京都千代田区九段北4-2-25 

定員：80名 

参加費：無料 

対象：法務・コンプライアンス、企業役員、海外子会社ご担当の方々ほか 

4月17日（水） 
昨今日本の企業の皆様が、気にかけていらっしゃる国内外の不祥事対応、２月後半にも不正調査セミナーで同内容の部分をカバーさせてい

ただきましたが、今回は、アジア・新興国の海外子会社不祥事の実際と対応にフォーカスしたセミナーを開催させていただきます。 

 

第1部 不祥事が起こる仕組みとその防止策‐海外の事例を題材として‐ 

国内外において社会的耳目を集める不祥事案件が多発していますが、なぜこのような不祥事が止められなかったかを分析し、社内における

未然防止策に反映させることにより、効果的なコンプライアンスが達成できるといえます。本セミナーでは、海外の不祥事事例を題材とし

て、なぜ不祥事が起きるのかのメカニズム、それを踏まえた防止策の策定・改善等について、基本的な事項からわかりやすく説明いたしま

す。 

 

第2部 アジア・新興国における海外子会社不祥事の実際 

いかに未然防止策を徹底したとしても、アジア・新興国におけるコンプライアンスリスクは高く、カルテル・贈収賄・不正会計等会社ぐる

みの不正行為や、従業員による不正行為（横領・利益相反行為）などを完全に防ぐことは困難です。海外子会社における不祥事の兆候が

あったにも関わらず、本社からの管理を十分に行わず、結果として不正が野放しとなり問題が拡大する、というケースも少なくありませ

ん。 

本セミナーでは、特にアジア・新興国を念頭に置き、海外子会社において不祥事案件が起きてしまった場合又はその兆候があった場合、ど

のような対応をすべきかについて、わかりやすく解説いたします  

 

第3部 パネスディスカッション 

今回も前回同様皆様から事前にご質問を募集いたします。アジア・新興国にある子会社の不祥事に関するご質問、海外子会社の体制づくり

等に関する日本の本社側の対応ならびに体制作りに関する疑問点、ご質問事項がございましたらセミナー参加お申し込みの際に合わせてご

連絡ください。セミナートピック以外のご質問に関しましては、採用致しかねますのでご了承ください。 

 

セミナー概要）*セミナー概要は予告なしに変更されることがあります。 

 

第1部 国内における不祥事対応の実際 

第2部 アジア・新興国における海外子会社不祥事の実際 

第3部 パネルディスカッション 

お申込み方法： 

セミナーのご登録は、4月15日（月）までに、以下必要事

項を下記メールアドレスまでお送りください。 

 

必要事項： 

貴社名、ご部署名、お名前、E-mailアドレス

電話番号、ご質問事項（海外子会社に関する件

や、日本本社サイドの対応など） 

 

送付先： 

seminar-apac@kldiscovery.com 

問い合わせ先 

TEL: 03-6632-6265  佐久間宛    

E-mail:  taketo.sakuma@kldiscovery.com 

13：30～16：45（受付開始13：00～） 
渥美 雅之  
三浦法律事務所パートナー 弁護士（日本・英国・ニューヨーク州） 

https://www.miura-partners.com/lawyers/00017/  

日・米・英における弁護士資格を有し、コンプライアンス体制の構築から不祥事対応まで、グローバル

企業におけるコンプライアンス業務を様々な観点から支援している。2017年-2018年㈱LIXILのコン

プライアンス調査部長として、グローバル内部通報制度の運用や海外子会社における不祥事対応に

従事した経験を活かし、各企業の実態に即した実践的なアドバイスを提供。 

略 歴 

2006年 神戸大学法科大学院卒業 

2006年 公正取引委員会（～2008年） 

2009年 森・濱田松本法律事務所（～2017年） 

2015年 University of Chicago Law School （LL.M.）修了 
2015年 Covington & Burling LLP 

2016年 U.S. Federal Trade Commission 
2017年 株式会社LIXIL コンプライアンス調査部長（～2018年） 

松澤 香  
三浦法律事務所 パートナー 

 

弁護士（日本・ニューヨーク州） 

https://www.miura-partners.com/lawyers/00006/  

2011年国会に設立された原子力発電事故調査委員会において調査課長として事故調査及び

調査委員会の陣頭指揮をとった経験を活かし、企業の不祥事対応や、不祥事を未然に防止す

るためのコンプライアンス体制の構築へのアドバイスなどを提供。 

略 歴 

2001年 慶應義塾大学法学部法律学科卒業 

2002年 森綜合法律事務所（現 森・濱田松本法律事務所）（～2017年） 

2008年 Harvard Law School (LL.M.)修了 

2011年 国会 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会 事務局 総務・調査部 調査課長（～2012年） 

2014年 厚生労働省 年金局 年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）ガバナンス強化担当参与（～2015年） 

2014年 東京大学大学院工学系研究科研究倫理委員会委員（～現在） 

2016年 日米医学医療交流財団（JANAMEF）法律顧問（～現在） 

2016年 ビジネス・ブレイクスルー大学大学院「スタートアップ企業の実務」講師（～現在） 

2017年 東京未来ビジョン懇談会メンバー（～2017年） 

2017年 渋谷区教育委員会教育施策アドバイザー（～現在） 

2018年 松澤香法律事務所 設立（～2018年） 

2018年 特定非営利活動法人 日本医療政策機構 アドジャンクトフェロー（～現在） 

https://www.miura-partners.com/lawyers/00017/
https://www.miura-partners.com/lawyers/00006/

